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　最近とみに脚光をあびてきている公共経済学（Public　Economics）は，わ・
けても「市場の失敗」　（Market　Failure）の理論的意味をさぐることをその
中心的なテーマとする，新しい学問領域である，といえる。いみじくも，青
（1）
木の指摘によれば公共経済学とは，完全競争的な価格メカニズムー市場メカ
ニズムーでカバーしえないような経済環境における資源配分の様式を研究す
る学問，ということになる。
　さて，従来の市場経済学の限界をみきわめることによって，市場の失敗を
ひきおこす背景はなにであるかを間うことから始めよう。これを解明するに
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2）あたっては，どうしてもArrowの最近の注目すべき論文をまず検討してお
かなければなるまい。彼の論旨はきわめて明快なものである。完全競争均衡
（Perfectly　Competitive　Equilibrium）においては，各経済主体について，主
体的均衡・（Subjective　Equilibrium）が成立すると同時に，選ばれた生産と消
費における諸財の組合わせについて需要と供給が一致するという意味で，市
場均衡（Market　Equilibrium）カs成立することはよく知られている。この定
義において重要な点は，各個人にとって価格は所与（given）であることおよ
びすべての個人に対する価格の同一・一L性（ldentity）である。これは，価格のペ
ラメーター機能と呼んでいるものである。完全競争均衡をパレートの意味で
　　　　　　　　　　　　　（3）の最適性（Pareto　・　Optimality）と関連づけて議論するにおいては，次の2つ
（1）青木昌彦〔21〕p．ユ2．
（2）　Arrow，　K．　J一　（1）
（3）パレート最：適とは，いかなる人の満足をも，他の人の満足をworse　offにする
　ことなしにはもはやbetter　offにしえない状態をいう。
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の条件が重要であ・る。1つは，凸性（Convexity）の仮定，すなわち，選好
順序が凸であることおよび生産可能性集合が凸であることである。前者は消
費における限界代替率逓減を意味するし，後者は生産において規模の経済性
くEconomies　of　Scale）が作用しない状態を意味する。そしてもう1つ重要な
ものは，市場の成立が普遍的（universal）であるということで苺る。これ
は，資源配分を考えるにあたって分析の対象とされるすべての財・サービス
について市場が成立し，交換が行われるということ，すなわち，財・サービ
スがすべて価格をもつことを意味する。この市場の成立の普遍性の仮定は，
市場の失敗の理論を検討する上で重要なポイントになるものである。さて，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4）Arrowは次のような厚生経済学の基本定理を述べている。
　定理工　もし，市場の成立が普遍的であるならば，たとえ凸性の仮定がなくても完全競
　　　　争均衡はPareto－Optimalである。
　定理■　もし，市場成立の普遍性と凸性の仮定が同時になりたつならば，初期資源を適
　　　　当に再配分することによって，いかなるPareto－OptimaIな状態も，かならず
　　　　完全競争均衡として達成させることができる。
定理工は急性の仮定がなければ，そもそも完全競争均衡が存在するという保
証がないことをも意味している。　したがって，たとえば規模の経済性，すな
わち，大規模生産の有利性が存在して，ある企業者が市場のシェアーを拡大
し，価格支配力をもつにいたるということが起こりうる。仮りにこのような
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5）状態のもとで財の需給の均衡がみられたとしても，これはパレート最適では
ありえないのである。生産の最適規模が需要に比してはるかに大きい場合の，
技術的な独占にみられるこの種のものは，市場の構造　（Market　Structure）
が市場の失敗をひきおこしている例とみることができるかも知れない。　これ
に加えて，財ないしプロセスの不可分磁性（lndivisibility）あるいは規模に対
する収穫逓増（lncreasing　Returns　to　Scale）ないし費用逓減の現象に起因
（4）　Arrow，　K．　J．　（1）　p．　4
（5）　これをArrowは不完全競争均衡という言葉で表現している。
　　　　　　　　　　　　　　　一22一
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するものがある。これらはすぐれて技術的な要因である。固定設備の不分割
　　　　　　　（6）性，固定費の存在による規模の経済性がたとえばその例である。本稿では，
これらの技術的な要因から生ずる市場の失敗については，これ以上たちいら
ない。
　われわれが市場の失敗と関連してもっぱら興味をもつのは，市場成立の普
遍性についてである。市場の失敗は，市場の普遍性が成りたちえない種々の
理由が存在するために起りうるとみるのである。　これがわれわれの基本的な
立場である。Market　Failureといえばすぐ思いおこされる概念として外部性
（Externality）がある。この両者を混同しているむきがあるが，もちろんこ
れらは同じものではない。Market　FailureはExternalityよりも一般的な概
念である。ExternalityはすべてMarket　Failure現象であるが，一方Mar．
ket　FailureはExternalityだけを意味するわけではない。この区別はあらか
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（7）じめ銘記しておくべきである。市場の失敗は，市場の普遍性の不成立に起因
する。したがって，どういう場合に市場が成立しえないか，あるいは同じこ
とだが，市場の挫折がおこりうるか，そしてそれらをひき起こす要因はなに
であるかを究明することが，即，市場の失敗を解明するカギとなる。われわ
れは，以下の議論を3つの部類に分けて説明する。すなわち，’市場挫折の原
因を，外部性で説明しうるもの，排除費用で説明しうるもの，および不確実
性で説明しうるものの3つに区分する。この医分は，市場の失敗の諸類型の
ほとんどを網羅するものである。まず，外部性ないし外部経済の検討からは
じめることにしよう。
?
外部経済（External　Economy）を論ずるにあたって，まずわれわれが問題
（6）　詳しくは，たとえば〔23〕pp．　201－203をみよ。
（7）　このことは，市場が失敗したという判定基準を，問題の市場がパレート最：適性を
　みたすか否か，に求めることにつながっている。
　　　　　　　　　　　　　　一23一
　24
にしょうとする外部経済と，そうでない外部経済とを区別しておかねばなら
ない。「マーシャル的」外部経済および「金銭的」（p㏄uniary）外部経済が，
そうでない外部経済である。　これらは，われわれが考えているものとはやや
性質を異にする。「マーシャル的」外部経済とは，ある産業全体としての総
生産量ないしは規模の拡大が，その産業に属する個別企業の生産費を低下さ
せる効果を指す。　これは，個別企業にとっては外部的であるが産業全体にと
っては内部的であるような生産の規模の経済にもとつくものであって，市場
の不成立云々の議論とは直接に関係がない。また，Scitovskyのいう「金銭
　　　　　く　　的」外部経済とは，価格変化，たとえば生産物の価格下落を媒介にして，あ
る経済主体の活動が他の経済主体に対して有利な影響を及ぼす効果を指して
いう。これはむしろ，市場メカニズムが円滑に作用しているときには当然期
待されうるところのものである。したがってこの外部効果も問題外である。
　以下で議論しようとする外部性は，Scitovskyのいう技術的外部性（Tech－
nological　Extemality）よりも広義のそれに相当するもので，青木が環境的
　　　　　　　　　　　　　　　（9）外部性（Environmental　Externality）と呼んだものにあたる。すなわち，消
費活動（または生産活動）を行なうある経済主体の消費量　（または生産量）
が，自分の消費量（または投入量）のみならず，自分では制御しえない他の経
済主体の活動にも依存するような場合である。形式的には，ある消費者（ま
たは生産者）の効用関数（または生産関数）の中に自分の消費量のみならず，
市場を経由しないで，他の経済主体の消費量　（または生産量とか投入量）が
変数としてはいりこむ場合である。これらのうち重要なユつの形は，消費者
（i］］効用関数の相互依存（reciprocal）のケースである。もう1つの形は，生産
者相互の依存関係である。また別に，わけても公害にみられるように，消費
者の効用関数の中に，ある生産者の生産量とか投入量が変数としてはいる場
合がある。本稿では，市場の失敗としての外部効果の理論的意味をさぐるの
（8）Scitovsky，　T．〔18〕。なお，　Vinerのいう貨幣的外部経済も同じである。
（9）青木昌彦〔22〕P。187，
　　　　　　　　　　　　　　一24一
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であるから，もっぱら，前二者の消費者相互，生産者相互のreciplocalケー
スに考察をしぼることにしたい。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　くエの　まず，消費者どおしの，簡単なモデルからはじめよう。個人の消費活動が
他の個人のある財の消費量によって互いに影響されあう場合である。次のよ．
うな2個人（v　・＝　1，2）の効用関数を想定する。すなわち，
　　　　ULU1（xi，　xi，……，　X。1，　X　k2）＝・U1（Xi1，」σ　。1，エk2）
　　　　U2＝U2（X12，　X　22，……，　X。2，　Xk1）＝U2（Xi2，　C　n2，」　k1）
　　　　　（i－1，　……j…k……n－1）
ただし，∂U1^，、，、・，∂U2／，、，、1≒・
この不等式は，問題の外部性がMarginal　Externality　であることを示して
いる。XiVおよびx　、luは二人りの消費する第i財の数量および労働用役の
数量を表わす。
　　　　　　　xii＋xi2　＝＝　Xi　（i　＝：　Z一・・n一　1）
　　　　　　　Jt　nユ＋x。2；X、、
　　変換関数T（X1，一…・X。一ユ；X。）＝o
であるから，パレート最適のための必要条件を導出することができる。与え
られた制約条件の下で個人1の効用水準を一定にして，個人2の効用水準を
最大にすればよい。ラグランヂ乗数を導入して，
　　L＝U2（x　i2，　x。2t　xk1）＋λ｛U1（xiユ，　x。1，　x　1，2）一Ul｝
　　　　＋Sii｛（Xi1＋　Xi2）　一Xi｝　＋P｛（　Jt　n’　＋　Jt　n2）　一Xn｝
　　　　＋rr｛T（Xi，　’”Xn－i；　Xn｝　（i＝1’”j’”k’”nMl）
とおく。
変数XiVおよびXi（i－k，」）で偏微分すれば，．
∂L^ 、、，、・一∂U2／、Xk…∂Uユ／，Xk・＋・・一・
（10）以下の議論は，Nath，　S．　K〔5〕chap，　IVに負うところが多い。またBucha－
　nan，　J．　M　and　W．　C．　Stubblebine〔3〕も参考になる。
　　　　　　　　　　　　　　一25一
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aL^s　x　i2　＝　aU2／a　x　j2　＋　ikj　＝＝　o
aL^a　x　ki　＝＝　aU2／a　x　ki　＋　xaUi／a　x　ki　＋　ibk　＝：　o
aL^a　J，，　ji　＝一　NaUi／a　．　ji＋　i－j＝　o
aL^ax，　＝　一　pak　＋　n6T／ax，　＝　o
aL^axj　＝　一　pj　＋naT／axj　＝　o
となる。
これら6つの式から，結局
：二；嫁鑑i驚叢濃1；1瓢：1；絵iq）
をうる。ところで，市場メカニズムを媒介にして成立するのは，せいぜい
　　　　aUi／ax，i　aT／axk　aU2／axk2
　　　　aul／oxjl　aT／6xj　aU2／axj2
であるから，（1）式の左右第2項に無視すべからざるものが存在するわけであ
る。市場を経由しない外部効果がまさにこの項にあらわれている。この項に
該当するものを価格メカニズムによる直接の表現のなかから見出すことはむ
ずかしい。外部効果が存在する限り，市場機構が資源配分の最適性を保証し
えないことは明らかである。すなわち，市場は失敗するのである。
　？ぎに企業相互間の生産技術の依存関係に目をむけてみよう。Pigouは外
部経済を私的限界費用（Private　Marginal　Cost）と社会的限界費用（Social
Marginal　Cost）との乖離によって説明しようとしたが，生産の場合を考え
ればとくに明らかとなる。いま，費用概念を浮ぼりにするために，便宜上生
　　　　　　　　　　（11）産関数ではなく費用関数を考えてみよう。企業の費用が自己の生産量のみな
（U）生産関数と費用方程式とから導かれる。
　　　　　　　　　　　　　　　一26L
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らず，他の企業の生産量とも相互依存にある場合である，。それぞれ1つの生
産物を生産する2つの企業1，．2がある。費用関数（Cost　Function）を
　　　　　　　C1＝Ci（yl，　y2）
　　　　　　　C2〒C2（y2，　y1）
、と仮定する。Cユ，　C2は企業1，2の費用を表わし，　yl，　y2はそれぞれ企業
1，2の生産量を表わす。そのとき，2つの企業の利潤（∬1，∬2）の合計は，
．収入の合計piyl十p2y2（ただし，　p1，　p2は企業1，2の生産物の価格を表わ
す）から，費用の合計Ci＋C2を差し引いたものに等しい。したがって，
　　　ll　＝＝　l11十∬2；Ply1－1－P2y2－C1（y1，　y2）一C2（y2，　y1）
である。y1，　y2で偏微分すれば，最適条件は，
　　　　　　∂∬／，y1－P1一∂C1／，y1一∂C・／，yl　＝＝・
　　　　　　∂∬／・y，一・・一∂C1／，y，一∂C・／，y、一・
　　くユ　　
となる。すなわち，
　　　　　　PI・＝＝∂C1／、y、＋∂C・／、y、　（・）
　　　　　　・・一∂C1／，y，＋∂C・／、y，　（・）
となる。市場メカニズムを媒介にして成立しうるのは，せいぜい
　　　　　　　　Pi一∂C・／、yエ　　（・）t
　　　　　　　　・・一∂C・／、y2　　（・）’
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　くユのという，価格と私的限界費用との均等関係にすぎない。②，（3）式の右辺は，
（12）厳密には，十分条件をも求めなければならない。それは費用逓増の条件である。
　　また〔6〕chap．7および〔4〕pp．242一一244をみよ。
〈13）最初から生産関数を使って相互依存を考えるとすれば，結果は同じであるが，次
　　のようになる。y1＝y1（vi1，　vk2），　y2＝＝・Y2（vi2，　vkl）を想定する（i＝1…k…n）。
　　・は騨厳わす・ただし・∂Yl／，。、，≒・，∂y・／、。、1鴫パレート最適の崩の
　　必要条件は…t＝∂y1／，vk1×P1＋∂y・／，vk1×・・一∂y・／，。、、×・・＋∂y1／，。、、×P1
一　27，　一
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ある1つの企業の生産量水準が一単位増加するときの2企業全体にとっての
費用の増加率を表わすから，それを社会的限界費用とよぶことができる。項．
目∂C・／、yl，∂C1／、y、は限界外部蜘（M・・g…1E…m・1　C…）と名づけ・
ことにすれば，生産の外部性が存在するとき，市場が失敗するのはまさにこ
の外部費用に相当するものが市場で取引を媒介にして精算が行なわれていな，
いがためである。
　以上みたように，技術的外部経済が存在するとき，市場が失敗するのは，
そもそも外部効果の惹起者の経済計算において，その効果を被むる側の作用
結果が全く考慮に入れられていない，いやそれを考慮に入れる価格制度上の
慣行が確立していないからに他ならない。そうであるならば，外部効果が市』
場を通じて作用するように，つまり外部効果を取引する市場をつくってやれ
ば，市場メカニズムが完全競争によって最適な資源配分を達成することがで
きると考えられる。いわば，ミ外部経済の市場化ミを試みるのである。これ
はできない相談ではなかろう。さて，消費における外部性の議論において，
厳一一：1謡端ill一・…一ら
ば，　§外部経済ミ（External　Economy）カsあるといい，負ならばミ外部不経
済ミ　（External　Diseconomy＞があるという。以下便宜的に外部性といえば
ミ外部経済ミだけを問題にする。Pigouは，外部効果の市場化を行なう政策
的手段として，外部経済の惹起者には補助金（Subsidy）を与えることを考
　　　　のえている。もし，S1だけの補助金が，第k財を消費することに対して個人1
に与えられ，かつS2だけの補助金が同じく第k財を消費することに対して
　　となる。ただし，qkは第k要素の価格である。市場メカニズムを媒介にして成立
　す・のは・∂y1／、vk1×Pl・・＝…∂・・／・。、，×・・一・・したが・て・・一・・×∂vk’／，y1，
　・2・＝＝・・×∂Vk2／、y、であ…すぎない・
（14）　ピグーは，補助金政策を，もっぱら生産における外部性の市場化の手段として考
　えていたが，その論法は消費における外部性の場合にも適用可能である。
　　　　　　　　　　　　　　一一　28　一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「市場の失敗」の理論　29
個人2に与えられるならば，ExternalityがMarginalなものであるという
想定の下では，次式が成立しなければならない。
∂U1?A1
aU2^　o　x　k2
　　　　十
91／lli（Q一，1一，e．i（axki．．pstiTi，．，．一91／ll（a；2siE（axk
axki@aT／axj
as2　aT／ax，
　　　　　　　　　　　　　　　　　∂u1／，。、・
　　　　　∂S1　　　　　　　　∂S2ただし’酬＝・ぴ／，、，，∂・・戸ぴ／，、，．ユ
　　　　　　　　　　　　J　，　　　　　　　　　　　　　　　　　　　J
ここで注意しておくべきことは，補助金といった政策手段の選択が，たんに
漸得分配の問愚にとどまっており，したがって，パレート最適な資源配分
の状態に変更をくわえるものではないことである。同じことは，生産における
外部蘇・・ついてもいえる・さきの（2），（3）式においで，限界外識用∂C・／、y1，
∂C・／，y、嶺ならばミ郷経済・カ・あるという・・の齪に相当す纈の補
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ロの助金Sを外部経済の惹起者に与えることがピグー的政策である。すなわち，
au2^sxi　ax，2　5T／6xj
　　 OU2／a x k1
Marginal　Externalityの　価
想定の下では，
　　　　　　　　　　　　費　　asi　ac2
　　0y，　”　ay，
　　6S2　OCi
　　ay2　5y2　　　　　　　　　　　　sが成り立つ。右図は，外
　　　　　　　　　　　　　オ
部経済を惹起する企業に
関するものである。
o
d
???????????
??ー?????????
　ノs
?
of，
B A 生産量
（・5）さきの注（・3）の場合｝・は，∂S2^、。、，一∂y1／，。、、×・・，∂S1／、vkl一∂y2／、vkl×・・
　となろう。
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曲線dd’は需要曲線である。社会的限界費用曲線はtt’であり，私的限界費用
曲線ss’よりも下方に位置している。たとえば生産量がOAのとき，私的限
界費用はARであり，社会的限界費用はAQである。もし外部経済がなけれ
ば，私的限界費用曲線（あるいは供給曲線）と需要曲線との交点Pが競争的
均衡点であり，そのときの生産量はOBである。曲線sstと曲線tt1との差は，
限界外部費用を表わしている。外部経済が存在するとき，需要曲線dd’と社
会的限界費用曲線tt’との交点Qが最適点となる。そのときの生産量はOA
である。また生産量がOAのときの生産費用はOAQtであり，企業が負担す
る費用OARsよりも小さい。外部経済が存在するとき，最適点Qがつねに
成立するためには曲線sstを何らかの政策的手段により下方ヘシフトさせ，
曲線tttに一致させてやればよいのである。すなわち，競争的生産量が，外
部経済が惹起したときの最適生産量より過小となるときは，補助金を与える
ことによって，生産量を最適にしてやればよいわけである。
皿
　Market　Failureは，いわゆる取引費用（Transaction　Costs）一市場をつ
くり運営するために要する費用一が，市場を成立させて取引を行なうこと自
体をもはやねうちのないものとするほどに高くつく場合におこりうるという
側面をもっている。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（16）　Arrowは，取引費用の内訳として3つの要素を考えている。すなわち，①．
排除費用（Exclusion　Costs），②情報の費用，および③不均衡の費用（Cos亡s
of　Disequilibrium）がそれである。②は取引が実行にうつされるにつき必要
な情報を入手するための費用である。③は最適配分における均衡がもたらさ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（17）れるまでの不均衡のプロセスのなかで要する費用ないし時間をさしている。
（16）　Arrow，　K．　J．　（L）　p．　17－18，
（17）　これら3つの要素を含むものとして取引費用を考えるとすれば，この費用は，資
　源配分様式（経済システム）が異なるに応じて，当然異ならなければならないこと
　　になる。
　　　　　　　　　　　　　　　一30一
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なかでも最も重要と思われるものは①の排除費用である。以下では，取引費
用をこの排除費用で代表させたいと思う。そうすると，Market　Failureとは
排除費用があまりにも高いため，市場が成立しえない一つの現象であるとも
いえる。排除費用の概念は，公共財（Public　goods）による市場の失敗との
関連でとくに枢要なポイントになるものである。簡潔にいえば，排除費用と
は財・サービスの提供者がそれらを受取る消費者を選択し決定できるための
費用であるといえよう。
　Musgraveによれば，公共財とはその消費がnon・rivalであり，かつ他の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（18）消費者を排除することが：不可能な財であるという。後者の排除不可能（non－
excludable）　という性質は，公共財にとって不可欠のものである。つまり，
ある消費者が消費する財を同じだけ同時に他の消費者も消費しうることを排
除できるためには，禁止的なほどに高い費用がかかるような財，これが公共
財なのである。逆にいえば，他の消費者を排除できるためには高い費用がか
かり過ぎるから，誰でもが同時に消費しうるような財として公共財が存在す
るそもそもの根拠がある。市場メカニズムが円滑に機能する私的財（Private
goods）については，排除費用と，いわゆる生産費用との間になんら区別は
くユの
ない。なぜならば，私的財はそれと引きかえに対価を支払うものにだけ提供
され，しかも提供された消費者はその財をまったく排除的に使用できるから，
他の消費者を排除できるための費用といえば生産費用のほかにないからであ
る。したがって，私的財と公共財の相違は排除費用が生産費用に等しいかあ
るいは生産費用以上にでるかにあるともいえよう。
　公共財が存在するときには市場は失敗する。なぜなら，他の消費者を排除
することが不可能であるのだから，その当然の結果として消費者のだれもが
free　rider（ただ乗り）をもくろみ，私的財の場合とちがって真の選好（true
（18）Musgrave，　R．　A．〔13〕PP．126－129．またMusgrave，　R．　A．〔14〕PP．304
　－308もみよ。
（19）　Millward，　R．　（12）　p．　28．
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preference）　を表明しようとはしないからである。もし，なんとかして消費
者に真の選好を表明させることができれば，公共財について市場は失敗しな
くてすむだろう。しかし，公共財にかんする限り，とくに部分均衡モデルに
おいては，排除が可能となるのでなければ，消費者に真の選好を表明させる
ことはまずむずかしい。　§外部性の市場化ミで試みたほどに容易な解決のし
　　　　　　　　　　　　　　く　のかたは見出しえないと思われる。公共財という誰そのものが市場を失敗させ
るような性質をそなえているからである。以下では，公共財に関する～般均
衡のモデルを想定して議論を進iめていくことにしたい。
　　　　　　　　（21）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（22）
　Shibata（1971），　Dolbear（1967）は，公共財について“Triangular　Box
Diagram”なるものを開発している。通常のBox　Diagram’ﾍrectangular
であるが，前者は生産可能性曲線を斜辺とする三角形の図形の中に無差別曲
線をも同時に描きうるという利点をもっている。議論の出発点をこのBox
Diagramの作図からはじめることにしよう。問題とするモデルは次のようで
ある。2個人（1，2）からなる経済を考える。各個人はそれぞれ通常の形
の効用関数をもっているものと仮定する。すなわち，
　　　　　　ULU1（JX　ii，9）　　　　　　　　　（5）
　　　　　　uz＝U2（」二i2，9）　　　　　　　　　（6）
　　　　　　（i－1一一一j一・・n）
一x　iiC　Xi2はそれぞれ，個人1および2の第i私的財の消費量であり，　gは公共
財の数量である。2人の効用関数の中に同時に公共財数：量gが変数としては
いっている。この場合，公共財については，g1－g2＝gが成立すること，私
的財については，JCi＝・　a　ii＋Xi2（ただし」Ciは第i私的財の総量）が成立す
ることに注意しよう。また社会的変換関数を
（20）　もっとも，公共財提供に不確実性を導入すれば，消費者に真の選好を表明させる
　　ことができるのではないかと考えられる。拙稿「公共財と不確実性についての一下
　論」岡山大学経済学会雑誌第3巻第2号所収。
（21）　Shibata，　H．　（20）　．
（22）　Dolbear，　F．　T．．（s）．
　　　　　　　　　　　　　　　一32一
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　　　　　　T（xi，　一・・一一，　x．，　g）　＝＝O　（7）
．とすれば，（5），（6），｛7）の3つの関数を同時にかつ同一のボックス平面に描く
　　　　　　　　　　　　　　　　　（23）ことができ，しかもSamuelson（1954）で導出せられたように，公共財につ
いてつねに成立する配点の関係式を満たすようにすることができる。Shibata
を参考にしながら説明を行なっていきたい。　2個人ユ，2の所得はそれぞれ
．01M，02Nである。ただし，第j財が標準財（numeraire　good）とされ，所
得はそれで測られるものとする。図（1），②にそれぞれ個人1，2，の無差別
曲線ll，12を描く。
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図②において，g軸を角θだけ時計と反対方向に回転させよう。そして新し
・い軸をgノとせよ。ただし，新しい個人2の無差別曲線12（点線のもの）上
の点は，つねにもとの無差別曲線12（実線のもの）と同じ効用水準を示すよ
うに描かれるものとする。つぎに，図（2）のN点を図（1＞のM点と合致するよう
におき，軸NEを中心に180度回転せしめよ。そうすると，図（3）にみられるよ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（24）うに，上に対して凸のような点線12をうる。PQは生産可能性曲線であり，
その勾配はθである。この図（3）が，われわれの求めるTriangular　Box　Dia一
　　　×　　　　　ys．sS’　XL　、、覧Ab
h“一h．．　’VMM一一．．一．
　一＼丸＝二12　　一一→9
（23）　Samuelson，　P．　A・　（！6）．
（24）　「不変費用」のケースを仮定するので直線である。
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　　　　　Ol　　　　　　　　　　　　　　　w　F　　　　　　　　　　　　　　　（3）
gramである。
　さて，図（2）において明らかなように，
曲線の勾配は，
（一）
9
1
、
???????、? ???、、? 、???? 、? 、? 、? 、?? 、?? 、、? ???、N???，????、 ???、 ??? 、?「? 、 ????、???????? ??
?F??
eU2^ag
十〇T^ 6　th
aT^ag
aU2^ax」
02gノ軸についての個人2の無差別
（8）
　　　　　　　　　　　　　　　j
に等しい。ただし，（8）式の第一項はもとの軸02gについての個人2の無差別；
曲線の勾配，すなわち限界代替率であり，第二項は生産可能性曲線PQの勾’
配である。作図において，NEを軸に180度回転させたから，図（3）における個
入2の無差別曲線は，（8）式にマイナスを付けたもの，結局，
　　　　　　O．U．2／og　aT／ag
au2^o．j　OT／a．j
となる。さて，
しいから，
（一）
2個人1，2の無差別曲線の接点においては，両勾配は相等
aU’^ ag　一　aU2／ag　aT／ag
∂U1?A∂U2ん、∂Tんj
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「市場の失敗」の理論　35
すなわち，
　　　　　　際、際一回⑨
が成りたつ。（9）式は，公共財が存在するときのなじみのパレート最適の条件
である。もし，gが私的財（Σg一g）　であるとするならば，市場メカニズ
　　　　　　　　　　　　　i
ムを媒介にして成立しうるのは，
aUi／og　一　aU2／og　aT／ag
∂U1^ ，㌶U2ん、∂Tんj
にすぎない。gが公共財のときに1ま，公共財と第j財（ニュメレール）との
間の限界代替率を各個入についてたし合わせたものが，それらの財の間の限
界変形率に等しくなる。曲線11と12の接点の軌跡は契約曲線（Contract
Curve）を形づくる。図（3）のVWがそれである。
　公共財と関連してここで注意しておくべきことがある。公共財が外部効果
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（25）に似た性質をもちあわせていることである。Samuelsonのように，公共財
のケースを全く外部効果と同じ範疇にいれる学者もいる。次のような一般的
　　　　　　　　　（26）な場合を考えてみよう。消費者がs謡いて，各個人は2つの財（Xl，　x2）
を消費している。論り消費者（リー・　1…s）の効用関数が，
　　　　Uo（X・，1，」じ12，」r　22……X　。2，……，　X、2）
のような形のものであるとする。このとき，第り個人の効用水準は第2番目
の財については自分の消費量だけでなく，他の消費者の消費量によって影響
をうける。外部効果は，このような第2番目の財が存在しているときに発生
することはすでにみた。いま，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ヨ　　　　　　Σx1”・＝X1，Σx2v・＝X2
　　　　　　ひ＝1　　　　　　　　　v：＝：1
　　　　　　　T（Xi，　X2）＝0
（25）　Samuelson，　P．　A．　（17）．pp．　107－llO．
（26）　貝塚啓明〔25〕　PP．77－78．
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とすれば，パレート最適の条件は，
　　　　端｛ざ機（j一
となり，条件式は全部でs個ある。もし，第2番目の財が公共財であるとす
れば，どうであろうか。そのときは，
　　　　コ。21＝」じ22＝……＝x2v＝……＝x2s・＝X2
が必らず成立するから，上の条件式はs個ではなく，ただの1個になってし
まうということである。
　さて，公共財を含んだ経済（一般均衡のモデル）の資源配分問題を市場メ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　く　カニズムによって解決する方法があるであろうか。Lindahlは，一つの興味
深い解決の手がかりを示している。それは市場におけると類似の価格決定の
　　　　　　　　　　　　　く　ラプロセスを指示したものである。本稿ではりンダールに端を発する，いわゆ
る自発的交換モデルの検討には深くたちいらない。それは別の機会に譲りた
いと思う。ただここでは，われわれが使った図とリンダール理論との意味あい
を述べるにとどあよう。図（4＞において，M点から右下方に引かれた放射線の
勾配は，2個入の間の公共財に対する支払価格（いわゆるTax・price）の比
率（Tax　share）を示している。それらの放射線が2個人のそれぞれの無差別
曲線と接する点の軌跡を描けば，MUPR，　MTPSのような曲線をうる。これ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（29）らの曲線をPseudo　Offer（Demand）Curveとよぶことがある。これらの曲
線は，あるtax　shareが与えられたとき，各個人が選ぶであろう私的財と公
共財の最適な組合わせを表わしている。そして交点Pは，契約曲線の上に位
置していることがわかるであろう。曲線MUPR，　MTPSおよび交点Pは，
　　　　　　く　　Lindah1の図1における曲線RA，　SBおよび交点Pに対応している。また，
（27）　Lindahl，　E．　（IO）
（28）　ただ，リンダールは公共財のみが存在する部分均衡を考えている。
（29）　Samuelson，　P．　A．　（17），Shibata，　H．　（20）　p．　14．
（30）　Lindahl，　E，　（IO）　p．　170．
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　これらはJohansen
　　（31）
（1963）の図3におけ
る曲線AA’，　BBノおよ
び交点Pと同じもので
ある。ただ注意してお
くべきは，pseudoで
はなく，「真の」offer
curveは消費者がprice
takerとして行動する，
つまりtax　shareを与
えられたものとして行
動するときにのみ顕示
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されるにすぎないことである。私的財にみられる完全競争的市場のメカニズ
ムとちがって，いまの一般均衡のモデルでは，各消費者は各自のtax・price
に対する自己の影響力を知っていると想定されているのである，この考え方
をおし進めれば，これが双方独占　（Bilateral　Monopoly）に似た解法をもつ．
ことになることがわかるであろう。
　　　（32）　（33）　LeontiefおよびScitovskyによれば，双方独占のばあいには，いまのモデ
ルで，tax　shareの交渉のみが行われるとき，均衡点は図（3）のUPT上の一
点におちつく。しかし，このような均衡点の軌跡は，P点をのぞいては最終
的な均衡点を表わしていない。結局，両者が各自に有利なように交渉を行な
うかぎりは，最終的な均衡点は契約山線VW上の点におちつかざるをえない
のである。
　さて，公共財自体に対するoffer　curveは決して顕示されるということは
（31）　Johansen，　L，
（32）　Leontief，　W．
（33）　Scitovsky，　T．
（7）　p．　349．
〔9〕　　PP．　76一フ9．
〔工9〕　pp．　414－419．
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ない。一般均衡のモデルでpseudo　offer　curveといわれるのはこのためであ
る。SamuelsonはPseudo　Market　Eguilibriumの簡単なモデルを提示して
　くヨのいる。このモデルはpseudo　tax－priceの意味を明らかにしてくれている。
個人v（り＝1，2）の効用関数が，
　　　　　　Uv（xv，9）＝xv＋f．（9）
の形にかけるものとする。ただし，f”v〈0とする。変形関数を
　　　　　　T（x，9）＝・　O
とする。ただし，ΣxV－X。　このモデルでは私的財と公共財が1個つつあ
　　　　　　　　ひる。いま，私的財を二・ユメレールにとろう　（p＝1）。各個人が効用の最大化
；を行なうとき，
　　　　　　∂fv／，9－f’v（・）一pv　　（v＝＝1・・〉
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　くヨのが成りたつ。pvを2個人についてたし合わせたものが限界費用Cに等しくな
ければならない。すなわち，均衡条件
　　　　　　f’1（9）十・f／2（9）＝＝C
が成立し，gの最適数量g＊が決定される。　puはpseudo　tax・priceと名づ
けられる．P1^C・・hとおけば，　P2／C一・一heすなわち，
号＋茎L・
が成り立つ。
なお，われわれの図（4｝でいえば，塒力・らでる放鰍の勾配が，（！『h＞／h
に他ならない。いまの議論の結果を図示すれば，次頁のようになる。
（34）　Samuelson，　P．　A．　（17）　pp．　lll：一一115．
（35）constant　costケースを仮定する。
　　　　　　　　　　　　　　一38一
図㈲にわいて，各個人1，
2のpseudo　demand
curve　11，22を垂直に加
え合わせたものが曲線dd
である。ssは供給曲線を
表わす。均衡点はPであ
り，図〔4）のPにちようど
対応しているのである。
　公共財の問題を，市場
機構に委ねないで，政治
的な意思決定プPセスに
よって解決しようとする
??
s
o
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Et
やり方がある。社会のすべての構成員あるいは代表者による投票制（Voting
System）にもとつく多数決の方法がそれである。原理的には，多数決によっ
てパレート最適に到達しうる。なぜならば，1つの提案よりも他のどのグル
ープをもworse　offにすることなくして少なくとも1つのグループをbetter
offにするようなもう1つの提案があるならば，誰もが第2の提案を選好す
るから，多数決によってパレート最適でない第1の提案からパレート最：適で
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（36）ある第2の提案に移ることができるからである。　Johansenもいうように，
この推論は，相互に関連する事柄のすべての側面が同時にとりあげられる場
合にかぎられる。しかし，こういうことは実際にはほとんど起りえない。ま
た，多数決は代替案の間の選択において，個人の選好順序を論理的に一貫さ
せる条件を必らずしもみたさない解に到達してしまうという難点がある。こ
れは，「投票の逆理」として知られている。そして何よりも投票鰯は，個人
ないしグループの選好の程度を考慮しえないという難点もある。　しかし，以
（36）　Johansen，　L．　（8）　chap．　6．
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上のような難点をいま一応おくとすれば，投票制は，個人の意思決定が与え
られさえずれば，一義的で確定的な社会的意思決定に導びくのである。事
実，ウィクセル，リンダール，ボーエンなど．の学者が，　しばしば投票制を援
用しており，最近では，　ドーンズ，ブキャナンが積極的に公共財の実証的モ
デルとして投票制を採用している。われわれは，この問題にはこれ以上たち
いらない。
　市場の失敗をひきおこすもう一つの重要なものとして，不確実性（Uncer．
　　　　　　　　　くヨのtainty）がある。青木によれば，不確実性には，2つの概念が区別されねば
ない。すなわち，情報の不確実性（lnformational　Uncertainty）と環境の不
確実性（Environmental　Uncertainty）とがそれである。前者は，通信網が不
十分なために，各経済単位が自分の活動の結果について不確実である場合で
ある。将来財の市場を考えてみればよい。将来時点における財の市場は現在
時点においてそもそも存在しないから，すなわち市場が完全に欠落している
ケースであるから，このような状態では投資の将来収益はどうしても不確実
とならざるをえない。動学的資源配分がしばしば失敗するといわれるのは，
まさにこの理由による。もう1つ，経済環境そのものに関する知識が不確実
である場合，これが後者の環境の不確実性である。われわれはもっぱらこの
不確実性に関心をもっている。たとえば，天候，事故，病気などといった予
測できないあるいはコントロールしえない環境の偶然的な変化によって，経
済活動の結果が影響されることをいう。この場合，偶然的な状況（state）が
生起し，その結果経済的事情が変わるに応じて同一の財でも異なる財として
取り扱うことが考えられる。状況s（1，…，S）が生：起したときの財。の取
引数量をXcsで表わすわけである。これは，いわば状況指定つき財（state．
（37）青木昌彦〔22〕P．189．なお，青木は，情報の不確実性のことを通信の不確実性
　　といっている。
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contingent　goods）である。しかし実際問題として，状況指定つき財ごとに
　　　　　　　　　　　　　　　　　　く　ラミ市場ミが成立することはほとんどない。この場合には，市場の普遍性が成、
立しないから，市場は失敗する。
　そこで，まず状況指定つき財の市場がもし存在すると仮定した場合の資源．
　　　　　　　　　　　　　　く　　配分の最適性を簡単な計画モデルで考えてみよう。ベクトルX，は　（X1，，
x2、，…，　x、，）を表わし，かつxがC×S個の成分を含む｛Xcs｝を表わすも
のとしよう。いま状況sが生起する主観的確率（Subjective　Probability）を
p，とすれば，消費計画の効用は，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　V（x）＝ΣP、U（x）　　　　　　　　　　　（10）
　　　　　　　　　　　　s＝＝1
と定義される。UはC×S個の変数をもつ，準凹（quasi・concave）なる効用
　くヰの
関数である。もし，Vも準凹であることが成りたつならば，不確実性下の最．
適資源配分は完全競争によって達成されうる。とくに，U，　Vがともに田園
である場合には，市場の数が節約できるという利点がある。すなわち，式働
における効用関数Uが，それぞれの状況で消費される財のすべてを，ひとつ
の合成財にアグリゲートできると考えてよいからである。そうすると，市場
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　くむの数は，さきの（S×C）個から（S＋C）個になるであろう。
　さて，労働量e，ω一4を投入して，それぞれ財1，2を生産している2つ
の企業を考えよう。いま財1の生産にだけ不確定要因があるとすれば，生産
関数はそれぞれ，
　　　　　　　　x1，＝・・　f，（e）
　　　　　　　　x2　”＝9（ω一e）
（38）　しいて実例をさがせば，保険の市場とか株式の市場がそうである。
（39）Malinvaud，　E．〔ll〕に負うところが多い。
（40）一般に，関tw　q（x）は次のとき準凹であるという。すなわち，関数g上におい
　て，2つの相異なる点（ベクトル）xとx’および第三の点x”についてx”＝θx
　　＋（1一θ）x’〔ただし0くθく1〕が成立し，かつq（x”）が少なくともop（x）とψ（xt）
　　のうち小さい方より大きいか等しいときである。
（41）　この場合には，各財x。の市場に加え，それぞれの状況における，貨幣で支払わ
　　れる請求権が取引される市場が存在する。Arrow，　K．」．〔2〕PP．121－！33．
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とかける。
ただし，ωは利用可能な総労働量を表わす。効用Vを4について最大化すれ
ば，
　　　　　　　　ΣP、fノ，U’1、＝ΣP，9’U’2，
　　　　　　　　s　　　　　　　　　　　　　　　　s
崇うる。ただし，f’，，　g’はf，，　gの乏についての微分であり，　U’ユ，，　U’2，は，
UのXl、，　x2、についての微分である。財1，財2；および労働用役について，価
格ベクトルql、，　q2、およびW，を導入する。企業および消費計画者が各自最大
化行動をとれば，
　　　　　　　　ZPIsf’s”＝2Ws
　　　　　　　　s　　　　　　　　　　　s
　　　　　　　　Zp2sg’＝2w，
　　　　　　　　s　　　　　　　　　　s
　　　　　　　p，　U’ls／pl，　．．　PsU’2s／p2，
が成りたつ。ところで，W，，qユ、およびql、は，状況Sが起これば，財1単位
につき，これだけの価格を支払うというものである。　したがって環境の状況
がどうなろうとも，無条件に提供される財1単位の価格ベクトルは，
　　　　　　　w＝2Ws
　　　　　　　　　　s
　　　　　　　qi　一＝　2qi，　Gl）　　　　　　　　　　s
　　　　　　　　q2－2q2s　・QX　　　　　　　　　　s
となる。
　もし，状況指定つきの財の市場がなく，その価格がわからなくても，人は
risk　premiumを考慮することによってそれを補うことができる。企業1を
とりあげて考えてみよう。riskを考慮する企業1は，
　　　　　　　　q，zp，　x，，一we　一r（　e）　as
　　　　　　　　　s
を最大にする。ただし，rは危険プレミアムを表わす。一方，状況指定つき
財の市場が存在する場合は，企業ユは，
　　　　　　　　£q，，x，，一we　a4　　　　　　　　s
　　　　　　　　　　　　　　　－42一
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を最大にする。㈹式と（14）式は一一・一一致する。すなわち，企業1が危険プレミアム
を考慮することにより状況指定つき財の市場が存在しなくても資源配分が最
適になるためには，
　　　　　　　　r（e）　＝一　Z（qips　一qi，）　x　i，　（ls）
　　　　　　　　　　　s
が成立しなければならない。いま，企業1の生産関数が，
　　　　　　　　f，　（e）一　（1＋k，　）f（e）
のような形をしていると考えよう。ただし，定数k，は
　　　　　　　　2p，　k，　一〇　ae　　　　　　　　sL’
をみたすものとする。さて，Σp、＝1だから，aD，　a2），　a6）から，
　　　　　　　　　　　　　s
　　　　　　　　r（e）一一2qi，k，　f（e）　G7）
　　　　　　　　　　　　s
をうる。k，≧0とするとき，Σq1、k、〈0であるから，危険プレミアムrは正
　　　　　　　　　　　　　s
となる。したがって，企業1が不確定な利潤を危険プレミアム分だけ割り引
いて考慮するとすれば，状況指定つき財の市場が存在しない場合でも市場の
：失敗は緩らげられると考えられる。
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